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	会議の名称
	第１回　大阪府堺市保健医療協議会　医療・病床部会

	開催日時等
	日時：令和元年８月21日（水）午後２時～午後３時45分
場所：堺市役所　本館６階　健康部会議室

	議題
	１．救急病院等に関する更新について

２．2019年度「地域医療構想」の進め方について
３．堺市二次医療圏「地域医療構想」の進捗状況
４．外来医療計画策定について
５．地域医療介護総合確保基金事業について
６．その他

	会議の概要
	議題１．「救急病院等に関する更新について」
　更新として９病院（暁美会田中病院、清恵会病院、泉北陣内病院、阪堺病院、馬場記念病院、堺市立総合医療センター、南堺病院、堺フジタ病院、阪和第二泉北病院）から申請があり、いずれの病院も認定基準を満たしていることから、申請内容のとおり承認された。
議題２．2019年度「地域医療構想」の進め方について
　資料に基づき、大阪府健康医療部保健医療室保健医療企画課から説明
医師確保計画については、大阪府健康医療部保健医療室医療対策課から説明
議題３．堺市二次医療圏「地域医療構想」の進捗状況
　資料に基づき、堺市健康福祉局健康部健康医療推進課から説明
（質問） 

○大阪府で公民イコールフッティングという概念を出しておられるが、具体的な概念は何か。

（大阪府の回答）
○大阪府としては、公立・公的病院だけでなく、民間病院にも病院プランを提出いただき病院連絡会等で一緒に協議していくということである。
議題４．外来医療計画策定について
　資料に基づき、大阪府健康医療部保健医療室保健医療企画課から説明
（質問）
○よく言われる開業の自由を制限するとか、そういうものではないのか。

（大阪府の回答）
○開業にあたって、新規開業者に対し地域で不足する医療機能を求めるもので、開業制限ではないという国の見解である。
議題５．地域医療介護総合確保基金事業について

　資料に基づき、堺市健康福祉局健康部健康医療推進課から説明
（質問）
○基金事業区分Ⅱ「居宅等における医療の提供（在宅医療）」の配分が年々減少し少なくなっていることや、自由度の低い使い道しかできない事業が組まれていることについて、大阪府としてはどのように考えているのか。

（大阪府の回答）
○事業区分Ⅱは、基金の配分自体が、国として区分Ⅰに多く配分する方針ということで、我々としては、在宅医療の推進により病床の機能分化・連携に繋がるようなものであれば区分Ⅰに組み込むことで確保している。使いやすい基金になるようにという思いは我々も同じなので、基金の柔軟な執行については、引き続き国に要望を上げていきたい。
議題６．その他

　・近畿大学医学部の開設申請の進捗状況について、大阪府健康医療部保健医療室保健医療企画課から報告
　・資料に基づき、既存病床数の修正について、大阪府健康医療部保健医療室保健医療企画課から報告



	会議の名称
	第１回　大阪府堺市保健医療協議会　在宅医療・ターミナルケア部会

	開催日時等
	日時：令和元年１０月７日（月）午後２時～午後３時４０分
場所：堺市役所　本館６階　健康部会議室

	議題
	１．地域医療介護総合確保基金（医療分）について
２．在宅医療にかかるグループ診療等について
３．医療計画（圏域版）に基づく地域包括ケアシステムの構築に向けた在宅医療の推進について
４．その他

	会議の概要
	議題１．「地域医療介護確保基金（医療分）について」
　資料に基づき、堺市健康福祉局健康部健康医療推進課から説明
（質問）
○基金配分が30年度で57億円だったものが31年度の計画で54.4億円の減額となったのはなぜか。
○区分Ⅱの「居宅等における医療の提供（在宅医療）」が1.2億円から0.4億円に減っているのはなぜか。

（大阪府の回答）
○ハード系の事業については、次年度の予定をあらかじめ調査し、その予定に応じて予算を構築している。そのため、予定によって基金額も上下しているが、これは年々減額されていくというわけではなく、上がる可能性も当然ある。
○国に要望する上で、在宅医療に関連する事業であっても、区分Ⅰの病床機能分化につながる事業として国に認められれば、区分Ⅱではなく区分Ⅰで計画し国に要望している。
（意見等）
○医療従事者の確保というのは、人材不足が背景にあって、予定によって浮き沈みがあると言っても、国への要望もどちらかと言えばこの区分が伸びていくイメージになるのではないか。
○基金事業については、地域で自らプランを立ててできるような事業をつくっていただきたい。
○地域包括ケアシステム構築支援事業において、ロードマップを作成する過程や項目だけでも情報を流してほしい。
議題２．「在宅医療にかかるグループ診療等について」

資料に基づき、大阪府健康医療部保健医療室保健医療企画課から説明
（意見等）
○在宅療養支援診療所はもともと24時間365日の連携体制をとれているので、グループ診療を行って負担を減らす必要はない。在宅療養支援診療所ではないところに対してグループ診療を提供していくべき。
○チームドクターを進めていくのであれば、どのように訪問看護と連携していったらよいのか、併せて協議して進めていけばよい。
議題３．「医療計画（圏域版）に基づく地域包括ケアシステムの構築に向けた在宅医療の推進について」

　資料に基づき、堺市健康福祉局健康部健康医療推進課から説明
（意見等） 

○いろいろな部分で工夫すれば、簡単な情報、必要な情報だけでも伝えられるということが結構ある。
○有料、無料のシステムがあり、それを別にこれを使いましょうと言わなくても、こういうものがあると広報していくことで、みんなが使いだすのではないか。
○情報交換には、セキュリティーなどいろいろな問題があって、あらゆる方法を駆使して今後も進めていく必要があるのではないか。
議題４．「その他」
　資料に基づき、大阪府における死因調査体制整備の取組みについて、大阪府健康医療部保健医療室保健医療企画課から報告
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